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我が国が抱える様々の課題の中で，総人口の減少というかつて経験のない事

態への対応はなかなか難しいものであり，本件についての各界での論議が高ま

りつつある。そもそも世界全体では，人口爆発ともいわれるように2009年68億

人が2050年92億人へと23億人，34％の増加の見通しとされている。これに対し

我が国は2009年 1億2,756万人が2050年9,515万人へと3,240万人，25パーセント

の減少と予測され，我が国の人口規模の世界ランクは2009年で10位であるもの

が，2050年には17位へと後退することになる。また，それほど遠い将来ではな

い2025年時点でみても， 1億1,927万人へと829万人，6.5パーセントの減少と見

込まれている
（注）
。

戦後の高度経済成長もあり40～50年の間に急速に増大してきた人口が，今後

40～50年で元の水準に低下していくことが経済・社会に大きなインパクトを与

えるであろうことは当然といえる。生産年齢人口が一層減少する中で一次産業

分野への担い手をどのようにして持続的に確保していくのか，国内需要が大き

く減少する中で生産物の供給先と所得の確保にどのように取り組むのかなど，

食料の生産・流通・消費に及ぼす影響とその対応についての研究の充実が求め

られよう。この意味で昨年 9月に農林水産政策研究所（農林水産省）から公表され

た「少子・高齢化の進展の下における我が国の食料支出額の将来試算」のレポー

トが注目される。

これは2005年から2025年の間の食料支出額の変動について取り上げ，この間

の人口が6.7パーセント減少するのに対し，食料支出額については1.9パーセン

トの減少に留まるという予測を行っているものである。なぜかといえば，近年

の傾向である生鮮品から加工度の高い調理食品などへのシフトが更に進むから

であり，その背景には高齢者世帯や単身世帯の増加があることを指摘している。

即ち，人口減少の中でも家計の食料支出額からみた市場規模（金額ベース）は，加

工などによる付加価値の増加があるのでそれほどの減少はしないだろうという

人口減少時代を迎えて
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ことである。

この場合，生鮮品の減少による数量ベースでの落ち込みがあっても，付加価

値の伴う金額ベースで市場規模の維持が図られることを期待しているものとい

える。従って産地側からみれば加工によるメリットを獲得できるよう，いわゆ

る六次産業化の取り組みが一層重要になってくるものであり，本レポートにお

いても，こうした点や高齢者，単身世帯のニーズへの工夫などの重要性を指摘

している。

また，数量面での需要確保の観点からは，輸入食料品との競合の中で国産食

料品のシェアを高める努力が必要であり，更には農地のフル活用による供給力

の維持や地域振興の観点から，非食用を含めた農業生産，例えばバイオマス利

用などの新たな需要を掘り起こすことも求められる。

我が国の人口減少の一方，アジア地域全体では大幅な人口増加が見込まれて

いる。2009年41億人が2050年52億人へと11億人，27パーセントの増加となり，

隣の中国でも13億人から14億人へと引き続きの増加である。従って，我が国の

国内需要が減少していく中で，海外市場の需要をも見据えた対策をより戦略的

に講じていくことが必要といえよう。

これまでの農林水産物の輸出拡大の取り組みにより，高品質の果実類や長イ

モ，サケなどで成果があがっているが，総体としていえば検疫問題や価格競争

力の関係もあり，ハードルの高さが指摘されることが多い。しかしながら，今

後人口増や経済成長を経験していく国々においてはより市場が拡大し，品質の

良いものへの志向が高まる構造となろう。我が国農林水産物の高品質で安全と

の評価を活かしていける機会が拡大することに期待をして良いのではないか。

いずれにしても世界のダイナミックな人口変動が起きていく中で，国内と国外

の需要動向をにらみ，各般の対策を総合的に打ち出していくことが重要と考え

られる。

　（注）　数値は，国立社会保障・人口問題研究所（平成18年推計）などによる。

（（株）農林中金総合研究所 顧問　小林芳雄・こばやし　よしお）
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